
NO. 所管

中期目標期間

6 [ 0 ] ( 2 )

常勤役員数

非常勤役員数

[ 0 ]

うち間接部門

うち事業部門

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

うち運営費交付金

うち施設整備費補助金

うち委託費

うち出資金

うち運営費交付金

うち施設整備費補助金

うち委託費

うち出資金

負債合計 13,140 純資産合計 15,716 うち利益剰余金 1,807

国の財政支出/収入額（％） 30.1 19.8 21.6 26.5

財務データ
（平成24年度、百万

円）

資産合計 28,856 うち流動資産 5,096

支出額の推移（百万円） 12,407 11,300 11,285 12,287

収入額の推移（百万円） 12,936 11,401 11,591 12,287

－ － － －

計 3,731 2,236 2,438 3,254

うち施設整備以外の補助金・交付金 － － － －

10 8 13 17

1,257 910 883 830

2,464 1,318 1,542 2,407

－ － － －

特別会計（特会名）（百万円） 3,731 2,236 2,438 3,254

うち施設整備以外の補助金・交付金 － － － －

－ － － －

－ － － －

－ － － －

当初予算

一般会計（百万円） － － － －

年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度

国から
の財政
支出額
の推移
（百万
円）

予算/決算 決算 決算 決算

-

給与水準【研究職員】 （年齢・地域・学
歴勘案） - - - -

給与水準【事務・技術職員】 （年齢・地
域・学歴勘案） 95.3 99.5 95.6 100.5 97.9

0 234

102.3 -

0非常勤職員数（官庁ＯＢ) 149 0 146 0 201

57 56 57 57

761 768 742 754

常勤職員数[官庁OB](現役出向) 818 824 799 811 (771)

5 5 5 5

1 1 1 1

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度

役員総数[官庁OB](現役出向) 6 6 6

自動車の検査に関する事務のうち、自動車が保安基準（自動車の安全・環境基準）に適合するかどう
かの審査を実施。

沿革
運輸支局等の国が行う自動車検査に関する業務のうち、保安基準に適合するかどうかの審査業務について、
当該業務の実施主体を独立行政法人にするため、平成14年7月に自動車検査独立行政法人を設立。

平成23年4月～平成28年3月（5年間）

様式１

１．独立行政法人の概要（その１）

87 国土交通省 法人名 自動車検査独立行政法人 職員の身分 非国家公務員

法人概要



NO. 所管

○事務・事業の構造等（平成25年度）

自

己

収

入

自

己

収

入

自

己

収

入

○国からの財政支出のうち特別会計からの支出の状況（特別会計別内訳）
<平成24年度決算合計>

別紙参照

保安基準適合性審査業務 2,438 2,438

合計

特別会計 法人合計（百万円） 2,438 2,438

自動車安全特別会計 ○○特別会計 ○○特別会計

○○委託費

○○出資金

国
費

運営費交付金

施設整備補助金

合計

○○費補助金

○○出資金

○○委託費

国
費

運営費交付金

施設整備補助金

○○費補助金

合計

○○委託費

○○出資金

国
費

運営費交付金

施設整備補助金

合計

○○費補助金

自

己

収

入

審査手数料収入 9,138

その他収入 14

国土交通省職員研修委託費 13

運営費交付金 883

施設整備補助金 1,542

（名称） （額） 法人名 額

保安基準適合性
審査業務

道路運送車両法第58条に規定する国土交
通大臣の行う自動車の検査に関する事務
のうち、自動車が保安基準に適合するか
どうかの審査を同法第74条の2に基づき
実施

11,285

合計 11,590

国
費

事
務
・
事
業
の
構
造
等
（

平
成
2
5
年
度
）

事務・事業名
①事務・事業の内容 及び ②当該事務・
事業の根拠となる法律、閣議決定、計画

等の内容

支出額
(平成24年度決

算)
（百万円）

収入額（百万円） 特定関連会社・公益法人への支出

(平成24年度決算) （百万円）(平成24年度)

内訳

様式２

１．独立行政法人の概要（その２）

87 国土交通省 法人名 自動車検査独立行政法人



番号 法人名 金額（百万円）

1 （一社）日本自動車機械工具協会 52                      
2 （一財）関東電気保安協会神奈川事業本部 4                        
3 （一社）日本健康管理協会 3                        
4 （一社）東京都自動車整備振興会 3                        
5 （一財）九州電気保安協会福岡支部 2                        
6 （一財）関西電気保安協会 2                        
7 （公財）日本自動車輸送技術協会　自動車基準認証国際化研究センター 2                        
8 （一社）新潟県自動車整備振興会 1                        
9 （一財）東北電気保安協会宮城事業本部 1                        

10 （一財）北海道電気保安協会 1                        

別紙 



NO. 所管

○組織図及び職員数（平成25年度）

本部・検査部等の住所
本部　：東京都新宿区本塩町８－２　住友生命四谷ビル
検査部等

中央実習センター 中部検査部

北海道検査部 豊橋事務所

函館事務所 西三河事務所

旭川事務所 小牧事務所

室蘭事務所 福井事務所

釧路事務所 岐阜事務所

帯広事務所 飛騨事務所

北見事務所 静岡事務所

東北検査部 浜松事務所

青森事務所 沼津事務所

八戸事務所 三重事務所

岩手事務所 四日市事務所

秋田事務所 近畿検査部

山形事務所 なにわ事務所

庄内事務所 和泉事務所

福島事務所 滋賀事務所

いわき事務所 京都事務所

関東検査部 京都南事務所

練馬事務所 奈良事務所

足立事務所 和歌山事務所

八王子事務所 兵庫事務所

多摩事務所 姫路事務所

茨城事務所 中国検査部

土浦事務所 福山事務所

栃木事務所 鳥取事務所

佐野事務所 島根事務所

群馬事務所 岡山事務所

埼玉事務所 山口事務所

熊谷事務所 四国検査部

所沢事務所 徳島事務所

春日部事務所 愛媛事務所

千葉事務所 高知事務所

習志野事務所 九州検査部

野田事務所 北九州事務所

袖ヶ浦事務所 久留米事務所

神奈川事務所 筑豊事務所

川崎事務所 佐賀事務所

湘南事務所 長崎事務所

相模事務所 佐世保事務所

山梨事務所 厳原事務所

北陸信越検査部 熊本事務所

長岡事務所 大分事務所

富山事務所 宮崎事務所

石川事務所 鹿児島事務所

長野事務所 大島事務所

松本事務所 沖縄事務所

宮古事務所

八重山事務所

様式３

１．独立行政法人の概要（その３）

87 国土交通省 法人名 自動車検査独立行政法人

総務部

理事長 理事 企画部 中央実習センター

検査部・
沖縄事務所

事務所

監事 監事監査室
(１０か所) (83か所)

(996)

八王子市滝山町１－２２２－３ 名古屋市中川区北江町１丁目１－２

札幌市東区北２８条東１丁目 豊橋市神野新田町字京ノ割２０番３号

函館市西桔梗町５５５番２４ 豊田市若林西町西葉山４６

(2)

旭川市春光町１０番地１ 小牧市新小木３丁目３２番地

室蘭市日の出町３丁目４－９ 福井市西谷１丁目１４０２

釧路市鳥取大通６丁目２－１３ 岐阜市日置江２６４８番地の１

帯広市西１９条北１丁目８－４ 高山市新宮町８３０番地の５

北見市東三輪３丁目２３番地２ 静岡市駿河区国吉田２丁目４－２５

仙台市宮城野区扇町３丁目３－１５ 浜松市東区流通元町１１番１号

青森市大字浜田字豊田１３９－１３ 沼津市原字古田２４８０

八戸市桔梗野工業団地２丁目１２－１２ 津市雲出長常町字六ノ割１１９０番９号

紫波郡矢巾町流通センター南２丁目８－５ 四日市市八田３丁目７番４１号

秋田市泉字登木７４番地の３ 寝屋川市高宮栄町１２番１号

山形市大字漆山字行段１４２２番地１ 大阪市住之江区南港東３丁目１－１４

東田川郡三川町大字押切新田字歌枕３ 和泉市上代町官有地

福島市吉倉字吉田５４番地 守山市木浜町２２９８番地の５

いわき市内郷綴町字舟場１の１３５ 京都市伏見区竹田向代町３７

品川区東大井１丁目１２－１７ 久世郡久御山町田井東荒見２７－２

練馬区北町２丁目８－６ 大和郡山市額田部北町９８１－２

足立区南花畑５丁目１２－１ 和歌山市湊１１０６番地の４

八王子市滝山町１丁目２７０－２ 神戸市東灘区魚崎浜町３４－２

国立市北３丁目３０－３ 姫路市飾磨区中島福路町３３２２番地

水戸市住吉町３５３番地 広島市西区観音新町４丁目１３番１３－２

土浦市卸町２丁目１－３ 福山市南今津町４４番地

宇都宮市八千代１丁目１４－８ 鳥取市丸山町２２４

佐野市下羽田町２００１番７号 松江市馬潟町４３－３

前橋市上泉町３９９番地の１ 岡山市中区藤原２４－１

さいたま市西区大字中釘２１５４の２ 山口市宝町１－８

熊谷市御稜威ヶ原字下林７０１番４ 高松市鬼無町字佐藤２０番地１

所沢市大字牛沼字下原兀６８８番地１ 徳島市応神町応神産業団地１番地１

春日部市大字増戸７２３の１ 松山市森松町１０７０

千葉市美浜区新港１９８番地 高知市大津乙１８７９番地１

船橋市習志野台８丁目５７－１ 福岡市東区千早３丁目１０－４０

野田市上三ヶ尾２０７番地２２号 北九州市小倉南区新曽根４－１

袖ヶ浦市長浦字択弐号５８０番７７ 久留米市上津町２２０３－２９０

横浜市都筑区池辺町３５４０番地 飯塚市仁保２３－３９

川崎市川崎区塩浜３丁目２４－１ 佐賀市若楠２丁目７－８

平塚市東豊田字道下３６９－１０ 長崎市中里町１３６８

愛甲郡愛川町大字中津字桜台７１８１ 佐世保市沖新町５－５

笛吹市石和町唐柏１０００の９ 対馬市厳原町久田６４５－８

新潟市中央区東出来島１４番２６号 熊本市東区東町４丁目１４－３５

長岡市摂田屋町字外川２６４３番１ 大分市大州浜１丁目１－４５

富山市新庄町馬場８２番地 宮崎市大字本郷北方字鵜戸尾２７３５－３

金沢市入江３丁目１５３番地 鹿児島市谷山港２丁目４－１

長野市西和田一丁目３５－４ 奄美市名瀬和光町１２－１

松本市平田東２丁目５－１０ 浦添市字港川５１２番地の４

宮古島市平良字下里１０３７－１

石垣市字真栄里上原８６３－１５

(1) (3)

(22)

(13)

(14)

業務部



No. 所管

国土交通省 199 自動車検査独立行政法人施設整備費

○関連する行政事業レビューシート（平成25年度）
府省名 事業番号 事業名

国土交通省 198 自動車検査独立行政法人運営費交付金

１．独立行政法人の概要（その４）

○国の政策実施機関としていかなる政策体系の中に法人がいかに位置づけられているのか、また、法人
の業務について我が国の成長や国民の安全・安心の確保等の観点からいかなる成果をあげているか

○独立行政法人として発足する以前との比較において、独法制度を活用することによりどのようなメ
リット・デメリットがあったか

１．メリット
（１）目標・計画の明確化
　中期目標・計画及び年度計画を策定することにより、国の施策として法人が取り組むべき事項が明確化されるととも
に、組織として取り組むべき事項に関して意識統一が図られるようになった。
（２）自己収入化による自律的な業務運営
　当該法人の運営費の一部が平成20年1月から自己収入化されたことから、収支状況を踏まえつつ計画的な業務運営がよ
り可能になるとともに、受検者等の安全対策など迅速な対応も可能となった。

２．デメリット
（１）多層的な評価等による負担増
　毎事業年度の業務実績及び中期目標期間の業務実績に関しては、国土交通省独立行政法人評価委員会による評価を受け
るとともに、総務省政策評価・独立行政法人評価委員会から当該評価に対する意見を受ける。また、組織・業務全般の見
直しに関して、中期目標期間終了時に、国交省評価委員会の意見を聴いた上で国土交通大臣が検討するとともに、総務省
政策評価・独立行政法人評価委員会が主務大臣へ勧告することとなっている。更に、当該法人の事業は行政事業レビュー
の対象事業にもなっている。以上のとおり、多層の評価・検討等に対応するため、当該法人における負担が増加してい
る。

国が実施する自動車の検査業務については、国民の安全確保、環境の保全を目的としており、「経済財政運営と改革の基
本方針」（平成25年6月14日閣議決定）に掲げられた「地球環境への貢献」、「安全安心な社会の実現」の達成、また、
それを通じた「長期的に持続可能な経済社会、基盤確保」の構築に貢献してきている。
また、「日本再興戦略」（平成25年6月14日閣議決定）において、燃料電池自動車や安全運転支援システムの市場投入・
普及・性能向上により「エネルギーを賢く消費する社会」や「ヒトやモノが安全・快適に移動することのできる社会」を
目指すこととされており、その実現においても、速やかにこれら自動車の安全・環境基準の策定及び基準適合の確保が不
可欠である。
自動車検査独立行政法人は、国の自動車の検査業務のうち、自動車の保安基準適合性の審査業務を担っている。このた
め、自動車検査独立行政法人は、国の行う検査業務と一体となって、燃料電池自動車や安全運転支援システムの普及や市
場展開等の基盤となる新しい安全・環境基準の策定及び基準適合の確保の役割を担い、我が国が経済の成長や国民の安
全・安心確保に貢献していくことが重要である。

（参考）
　年間約800万台の自動車の安全・環境基準の適合性審査を実施することを通じて、
・交通事故の削減（約94万件(H14）→約67万件(H24））
・大気汚染の防止（二酸化窒素環境基準の達成率：83.5%(H14）→　99.5%(H23)）
・新車の燃費向上（新車のJC08モード平均燃費：12.6km/l(H13) → 17.8km/l(H23)）
・次世代自動車の普及促進（新車販売台数中の割合：0.5%(H14) → 19.7%(H24)）
等に寄与。
　また、「日本再興戦略」や「インフラシステム輸出戦略」で以下の目標を掲げる。
・次世代自動車について新車販売の５～７割（H42）
・安全運転支援装置・システムに関する安全基準等の整備、導入促進（H29～32）、国内販売新車には全車装備（H42）

様式４

87 国土交通省 法人名 自動車検査独立行政法人
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その他 財務諸表に関する公告、研修用教科書の作成　等 9,846,882
東京官書普及（株）、
（株）進英プリント、タク
トシステム（株）

②①以外の業務

業務名 具体的業務委託内容 支出額（24年度決算） 委託先

使用機器保守点
検等業務

審査機器保守点検業務　等 359,194,000
安全自動車（株）、（一
社）日本自動車機械工
具協会、（株）イヤサカ

システム関連業
務

高度化施設、ＰＣネットワーク、経理会計システム等の運用、保守管理業務 250,964,940
日本電気（株）、日本
ユニシス（株）、アクセ
ンチュア（株）

内部管理業務 旅費の支給事務、法律相談　等 9,018,637

（株）日本旅行、阿部
法律事務所、新日本
アーンストアンドヤン
グ税理士法人

庁舎管理業務 清掃・警備業務、電気・庁舎設備保守点検業務　等 198,592,201
（株）ビケンテクノ、
（株）セコム、関東ビル
サービス（株）

○法人の業務における民間委託の状況

①内部管理業務（調達、給与、研修など）、庁舎管理業務、システム関連業務

業務名 具体的業務委託内容 支出額（24年度決算） 委託先



No. 所管

１　事務所統合・集約化
　国において、自動車検査登録事務所等の集約・統合化の可否について検討する際、自動車検査独立行政法人の事務所等
についても併せて検討するものとする。

２　本部の東京都区外への移転
　自動車検査独立行政法人の主たる事務所（本部）について東京都23区を除く地域への移転を早急に検討し、平成23年度
中に結論を得るものとする。その際、経費節減の観点から、賃料を要しない施設又は賃料の安価な施設への移転を検討す
るものとする。

②　対応状況

１　国の自動車検査登録事務所等の集約・統合化の可否を検討する際においては、法人の事務所統合・集約化についても
併せて検討することとしている。

２　経費の節減については、本部の移転のみならず総合的に取り組んでいくこととしている。

①　措置内容

【交通安全環境研究所及び自動車検査独立行政法人】
○ 上記２法人を統合し、成果目標達成法人とする。なお、国から移管される検査・登録業務の詳細等が明らかになった段
階で、法人の分類について改めて検討することとする。
○ 交通安全環境研究所の研究業務については、統合後の法人が実施する検査・審査等の業務に必要な調査、試験、評価等
の基本業務に付随する業務を行う。

②　これに対する現時点での考え方

　自動車検査独立行政法人は、国の行う検査業務のうち、個々の自動車の特性に合わせた迅速かつ正確な保安基準適合性
に係る審査業務のみを行っている組織である。
　一方、交通安全環境研究所（以下「交通研」）に関係する新たな政策課題に対応し、我が国における自動車の安全の確
保、環境保全、自動車産業の発展という成長戦略を確実に進めていく観点から、引き続き交通研が迅速、確実に対応する
ことによって、次世代自動車の加速的普及のための基準策定や自動車産業の国際競争力強化につながる国際基準作り等に
その役割を果たすことがますます重要となっている。
　また、交通研においては、鉄道に関する安全性評価等の研究業務や国内唯一の認証機関としての国際規格認証業務を実
施しているところ、笹子トンネル事故を踏まえた老朽化インフラ対策や鉄道システムの海外展開に向けた官民一体による
戦略的な取り組みを確実に実施し、「日本再興戦略」（平成25年6月14日閣議決定）等を実現する観点から、研究業務、認
証業務を本来業務として位置付けた上で、引き続き確実に実施する体制が確保される必要がある。
　なお、同じ陸上交通である鉄道と自動車では技術的な共通点が多く、両研究業務間では、電気・電子技術、通信情報技
術や事故調査の実績等双方の知見を活用し、陸上交通に係る安全・環境行政の一環を担っているところである。
　このため、交通研の研究業務の範囲の制限とともに、自動車検査独立行政法人を交通研と統合することについては、真
に国の政策実施機能を担う独法の機能強化に具体的効果があるか否か等につき、十分かつ慎重に検討していく必要があ
る。

（３）政策評価・独立行政法人評価委員会及び会計検査院による指摘事項

①　指摘事項

【組織体制の見直し】
○交通分野の４研究機関（交通安全環境研究所、海上技術安全研究所、港湾空港技術研究所、電子航法研究所）の統合に
合わせて、交通安全環境研究所から自動車審査・リコール関係部署を移管する。

②　これに対する現時点での考え方

（２）独立行政法人の制度及び組織の見直しの基本方針（平成24年1月20日閣議決定）について

　自動車検査独立行政法人は、国の行う検査業務のうち、個々の自動車の特性に合わせた迅速かつ正確な保安基準適合性
に係る審査業務のみを行っている組織である。
　一方、交通安全環境研究所（以下「交通研」）に関係する新たな政策課題に対応し、我が国における自動車の安全の確
保、環境保全、自動車産業の発展という成長戦略を確実に進めていく観点から、引き続き交通研が迅速、確実に対応する
ことによって、次世代自動車の加速的普及のための基準策定や自動車産業の国際競争力強化につながる国際基準作り等に
その役割を果たすことがますます重要となっている。
　
　このため、交通研の自動車審査部・リコール技術検証部の自動車検査独立行政法人への移管については、研究開発法人
の制度見直しの動向も踏まえつつ、真に国の政策実施機能を担う独法の機能強化に具体的効果があるか否か等につき、十
分かつ慎重に検討していく必要がある。

２．個別法人の組織等の在り方について（その１）

（１）独立行政法人整理合理化計画（平成19年12月24日閣議決定）について

①　措置内容

様式５
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２．個別法人の組織等の在り方について（その２）

　自動車検査・登録業務については、行政のスリム化や効率化を図るため、国が行うこれら業務のうち、登録基準の適合性
審査に係る調査・確認事務を、独立行政法人（自動車検査独立行政法人）に移管することを検討する。（検査業務について
は、既に保安基準適合性審査（公権力の行使を伴わない事実行為）事務を、平成14年から自動車検査独立行政法人が実施）
　なお、国民の安全の確保と財産権の保護を図り、国際条約上の国民利益を確保するため、自動車の検査の合否の判定（安
全基準等に適合することの公証）、自動車の登録（所有権の公証）の行為は、国が公権力の行使として実施する。

　自動車検査独立行政法人の組織運営に関しては、今後、ユーザーの選択肢の確保や利便性の向上にも留意しつつ、民間指
定整備工場による指定整備率の向上を図るとともに、安全・環境基準の強化等に伴う検査業務の高度化の状況を踏まえた上
で、業務運営の効率化を検討する。

（４）(1)～(3)を踏まえた各府省としての組織見直しの考え方について
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87 国土交通省

３．独立行政法人制度の見直しについて

法人名 自動車検査独立行政法人

独立行政法人改革に関する中間とりまとめ～行政改革推進会議での中間的整理のために～（平成２５年６月５日独立行政法
人改革に関する有識者懇談会）に関して特段の意見・コメントがあれば記載（制度面のみならず、運用面の見直しを含む）

－


